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Abstract

The Russian invasion in Ukraine has forced millions to flee, mostly to neighbouring 

countries in Europe. This article provides an overview of the current situation and the 

ongoing solutions which two EU member states, Poland and Denmark, have been 

implementing in order to better integrate Ukrainians into the host society. These two 

countries have offered protection and rights to the massive influx of people in need of 

immediate support by following the EU Temporary Protection Directive (Directive 

2001/55/EC). These include access to residence permits, housing, medical care, the labour 

market, social welfare assistance, and education. By focusing on some educational aspects, 

the article discusses potential future challenges of this migratory situation in Europe.

要旨

本稿は、2022年2月24日に始まったロシアによるウクライナ侵攻を背景に、欧州諸国
に流出したウクライナからの避難民に対して、発生当初から夏までの半年の間に講じら
れた緊急の対策措置について、ポーランドとデンマークの事例を比較する。両国とも
に、EUの一時的保護指令に類似した対応策が講じられたこと、さらには欧州地域にお
ける人の越境移動の流動性といった二つの側面が、避難民の受け入れを支えた背景とし
て浮かび上がる。本稿は、受け入れ者数に圧倒的な相違がみられる EU加盟国で、学校
教育に着目しつつ、加盟国が直面する今後の課題について明らかにする。
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１．はじめに

ロシアによる侵攻を背景に、2022年２月24日以降、ウクライナから欧州地域へと庇護を

求めて国境を越えた人の数は、約727.8万人（2022年９月13日時点）にのぼる１）。UNHCR

による推計ではあるが、この数値のなかに、ロシアへの避難民である約259.3万人が含ま

れている。ウクライナからの避難民を、バイデン政権は10万人受け入れると宣言し、カナ

ダではすでに約７万人を受け入れている（2022年８月７日時点）。他方で、欧州地域の最

大の受入国は、隣国ポーランドの127.4万人（2022年８月９日時点）であり、ドイツの94

万人（2022年８月10日）、チェコの40.9万人（2022年８月９日）、イタリア15.9万人（2022

年８月９日）、トルコ14.5万人（2022年５月19日時点）、スペイン13.3万人（2022年８月８

日）、イギリス11.1万人（2022年８月８日）と続いている２）。このように、ウクライナか

らの避難民に対する緊急の受け入れは、主に欧州地域において展開されていることが分かる。

シリアから流入した避難民の多くを受け入れた経験は記憶に新しいとはいえ、欧州地域

において、なぜウクライナからの避難民に対する緊急の受け入れが可能となったのか。

EUは、ウクライナからの避難民を一時的に保護する緊急措置として、2001年に採択され

たが発動されたことはなかった「一時的保護指令（Temporary Protection Directive）」（以

下、TPD）（Council of the EU 2001）の実施決定を、2022年３月４日に EU理事会で採択

した（Council of the EU 2022）。EUによる緊急措置としての TPD発動は、ロシアによる

侵略からわずか１週間あまりで実現されるという迅速な対応が評価されているが、避難民

の一時的保護に関する実際の対応は、加盟国に委ねられている。

本稿は、EU加盟国のうち二か国の受け入れ事例に着目する。一つは、欧州地域のなか

でも最大の受け入れ国となっている隣国のポーランドである。ポーランドでは、2022年３

月13日に、ウクライナからの避難民に対する緊急受け入れ措置に関する特別な法が施行さ

れている３）。もう一つは、ウクライナから一定の距離を隔てており、TPDの適用除外国

とされているデンマークである。TPDは適用されない一方で、2022年３月16日に、ウク

ライナからの避難民に対する一時滞在許可に関する法が制定された４）。本稿では、TPD

に類似しているがその内容に多少の相違がみられる二か国の対応を調べ、ウクライナの隣

国として多くの避難民を受け入れたポーランドの事例と、輸送手段を活用しつつ独自の受

け入れを実現させたデンマークの事例を比較する。侵攻直後から発生した避難民に対し

て、生活立ち上げに必要な緊急保護措置が広く行き渡った背景について、TPDを通して

EU加盟国に要請された側面に着目しつつ二か国のケースを考察する。特に、学校現場に

おける対応措置について、現地の受け入れ担当者への聞き取りを踏まえ、その実態を伝え
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ることを主な目的とする。

２．EUによる緊急対策措置である一時的保護指令（TPD）とは何か

（１）ウクライナ避難民に対して発動された TPD

コソボ紛争の戦禍を逃れるために欧州地域へと流入する避難民に直面し、多くの避難民

流入に対する一時的な保護措置として最低限の基準を保障することを目的として、一時的

保護指令は、EU理事会で2001年７月20日に採択された。しかし、当指令は、コソボ紛争

の避難民、さらに2011年に生じた北アフリカからの避難民、2015年のシリアからの避難民

受け入れの際にも、発動されることはなかった。Ineli-Ciger M.（2022）は、2015年に当指

令が発動されなかった理由として、①避難民の「大量の流入」という状態を客観的に測定

する定義が欠如していたこと、② TPDを発動するための手続きは長く複雑なものである

と考えられていたこと、③一部の加盟国に集中して避難民が到着している状況下で EU理

事会において特定多数決で TPDを採択することが困難であったこと、④多くの加盟国は

TPDの発動がさらなる避難民を誘導してしまうと考えていたこと、⑤加盟国が TPDによ

る一時的保護のための権利保障は非常にハードルが高いと考えていたこと、⑥ EUによる

支援があれば加盟国は国内の庇護システムだけで十分に対応可能であると考えていたこ

と、などを挙げている（Ineli-Ciger 2022）。

それでは、ロシアによる侵攻を受けたウクライナからの避難民に対して、なぜ迅速に

TPDが発動されるに至ったのか。従来のダブリン体制ではなく、TPDの発動によるウク

ライナ避難民への対応に至った政治的な決定についての分析は、今後の課題とする。本稿

では、３月２日の欧州委員会による TPD発動の実施提案理由を挙げるに留める（European 

Commission 2022）。まず、欧州委員会は、ロシアによるウクライナへの軍事的侵略は、

いわれのないかつ不正な攻撃であることを強く非難し、国連憲章の原則および国際法違反

であるこの行為は、欧州および地球規模的な安全保障と秩序を脅かすものであることを指

摘している。さらに、この戦争によって EUの外囲国境は直接的な影響を受けており、侵

略後数日間のうちに65万人の避難民が EU加盟国であるポーランド、スロヴァキア、ハン

ガリー、ルーマニアに到着していること５）、また、ウクライナの生態認証付パスポート保

持者は EUにビザ無しで渡航できるため、今後250万人から650万人程度の流入が想定さ

れ、そのうちの約半数が国際的な保護を求めるであろうと予測されたことを挙げている。

このように、軍事的侵略行為であることを重く受け止め、EUの外囲国境に限りなく近い

地理的要因、そして今後さらに増大することが想定される避難民の数を理由に、TPDの

発動を通して避難民に対する緊急の保護措置を講じる必要性が唱えられた。
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（２）一時的保護が適用される対象者とその内容

TPDが適用される対象者については、当指令第２条にその詳細が述べられている

（Council of the EU 2022）。まず、2022年２月24日以前に、（ａ）ウクライナに居住してい

たウクライナ国民、（ｂ）ウクライナで国際的な保護あるいはそれと同等の国家による保

護を受けていたウクライナ以外の第三国国民あるいは無国籍者、（ｃ）（ａ）および（ｂ）

に該当する者の家族が、TPDの適用対象者として示されている。さらに、加盟国は、

2022年２月24日以前にウクライナで適正に発行された永住許可証を保持し、合法的にウク

ライナに居住していたことが証明できる第三国民あるいは無国籍者で、出身国あるいは出

身地域へ安全かつ継続的な状態で戻ることができない者に対して、TPDあるいは加盟国

の国内法の下で適切な保護を適用することが促されている。

TPDは、上記の対象者に対して、まず、一時的保護が適用される期間として、１年間

を原則とし、半年から最長１年の延長が可能であるとしている６）。そして、この保護適用

期間において、加盟国は、滞在許可、就労機会と職業訓練へのアクセス、適した住宅への

アクセス、必要となる社会保障および医療に関する支援を保障することが求められる。18

歳未満の子どもは、教育機会へのアクセスが保障されるべきであり、保護者（あるいは同

伴者）を伴わない未成年には、後見人を指定することなどが求められる。ウクライナ国民

は、EU域内に到着後90日の間、域内を自由に移動することが可能である。TPDの適用を

通して、どの加盟国へ移動した場合でも、これらの権利を保障されることが、期待されて

いる。しかし、加盟国における一時的保護の権利保障の対象者とその内容は、TPDに提

案されている内容と多少異なるため、各国の事例を確認する必要がある。

３．隣国ポーランドにおける受け入れ

ロシアによる侵攻直後から５日間で、ウクライナから国境を越えてポーランドへ避難し

た人の数は約28万人に上ると記録されている（Melzer 2022）。その数は、３月15日には約

180万人に達しており、その時点で国外へ避難したウクライナ出身者の約６割を占めてい

たことが分かる（Duszcyzk 2022 : 2）。このころは、１日あたり約８万人から10万人がポ

ーランド国境審査で登録されたといわれているが、なぜこのように多くのウクライナから

の避難民をポーランドで緊急に受け入れることができたのか。本節は、侵攻以前にみられ

たポーランド－ウクライナ国境を越える移動者の傾向と、さらにポーランド政府によって

発動された緊急受け入れ措置の内容に着目しつつ、考察を試みる。



欧州諸国におけるウクライナからの避難民受け入れ

No.13（2022/2023） 141

（１）ポーランド－ウクライナ国境にみられた移動者の傾向

冷戦終結後、ポーランド、ハンガリー、チェコは、西欧諸国への移動を希求する人々に

とって、一種の緩衝地域のような役割を果たしていた（Wallace 1997 : 8）。ポーランド国

境を越えた移動者の数は、1990年に約８万件を記録し、それが1995年には約21万件を超え

るほどに増えている（Wallace 1997 : 6）。この時期に、これらの国々で発行された労働許

可証のうち、ウクライナ出身者が最も多く、チェコでは6.7万件、ハンガリーで２万件、

ポーランドで1.2万件程度に達している（Wallace 1997 : 28）。しかし、Wallace（1997）に

よると、労働許可証を取得せずに、学業や観光を目的として入国し就労していた移入者が

大半であったことから、これらの数値の倍以上の移入者が想定されている。このように、

ポーランド－ウクライナ国境を越える移動者は、すでに1990年以降に増え始めていたが、

その多くが、短期滞在の就労を目的とした移動者であったことが分かる。

ウクライナからの移入者に伴う転換期は、ポーランドが EUに加盟する直前の2003年で

あり、ウクライナ国民に対するポーランド入国のためのビザが導入された時期である

（Brunarska, et al. 2016 : 116）。ポーランド政府による移民政策の優先課題は、労働市場に

おいて必要とされる技能をもつ外国人労働者の合法的な雇用であった。そのため、ポーラ

ンド政府は、ウクライナと社会保障に関する二国間の合意を経て、一時滞在許可を延長

し、合法的な雇用を増やすための施策を講じた（Brunarska, et al. 2016 : 116）。2012年９

月15日以降は、すべてのウクライナ国民が３カ月から１年の期間でポーランドに滞在する

ためのビザは有料ではなくなったことから、2014年にウクライナ国民に対して発行された

ビザの数は、556,500件を記録した（Brunarska, et al. 2016 : 118）。

政府によって導入された移入者に対する合法的な滞在許可とは別に、ウクライナとの国

境付近地域の交通に関する合意が、2009年７月にすでに交わされていた。国境付近30キロ

メートル以内に居住するウクライナ国民は、ポーランド国境を越える際にビザを必要とせ

ず、この合意に基づいた地域の国境交通許可証を保持していれば、越境移動が可能であっ

た（Brunarska, et al. 2016 : 118）。許可証の導入によって、越境移動する地域住民の数は

さらに増大し、2015年には年間で1000万件を超えていたと記録されている７）。

2020年のポーランドにおける移民（外国生まれおよび外国籍を含む）の数は、約81.7万

人で、全人口の約2.2％を占めている（IOM 2020b）。ポーランドは、欧州地域においても

移出者の多い国であり、それに対して中長期的な移住を想定した移入者は少ない。年間の

移入者のなかでも、ウクライナ出身者が最も多く、2018年から2020年にかけて、約３万人

を超える程度で推移していた（Statista 2021）。しかしこの数値は、12カ月以上の一時滞在

者の数であり、ウクライナからの越境移動者数（一時滞在、短期および中長期滞在者を含

むポーランド人を除く）の約365万件（2020年）と比べると８）、極端に少ないことが分か
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る。ポーランドの統計では、ウクライナからの就労目的の移入者の全てが、数値上に反映

されている訳ではないため、労働許可証が発行された数と実際にポーランドにおいて就労

しているウクライナ人の数には、数値に開きがあることが指摘されている（Brunarska et 

al. 2016 : 118-119）。これらのことから、中長期的にポーランドに居住しているウクライナ

出身者の数からは把握できない数の人が、ポーランドにおける短期間の就労を主な目的と

してウクライナから越境移動していることが分かる。

このように、ポーランドとウクライナ国境では、越境移動者が近年増加傾向にあったこ

とから、侵略直後の緊急避難先として、ポーランドへ移動することに抵抗をあまり感じな

いという傾向がみられたのではないか、と推測できる。さらに、すでにポーランドへ移住

した経験をもつウクライナ出身者や、中・長期的に移住している親戚あるいは知り合いを

頼りに避難したケースも考えられる。

（２）ポーランド政府によるウクライナ避難民の緊急受け入れ措置

2022年２月24日以降にウクライナからポーランドへ直接入国した避難民に対して、緊急

受け入れ措置に関する特別な法が、ポーランドの議会において2022年３月12日に成立し

た。ウクライナからの避難民は、ポーランド入国後60日以内に個人を識別する PESEL番

号を取得すれば、合法的に18カ月間滞在することができ、さらに、18カ月以内に一時滞在

許可証を申請すれば、最長３年間滞在を延長することが可能である。ポーランド政府は、

ウクライナからの避難民に対して、中期的に滞在できる権利を保障しているといえる。

PESEL番号を取得したウクライナからの避難民は、個人情報を登録することで、銀行

の口座開設が可能となる。さらに、ポーランドにおける公的医療サービスを無料で受診す

ることができ、社会保障サービスを受給することができる。また、ポーランドでは、ウク

ライナ国民は労働許可証なしでも就労できることが、雇用主側にも周知されている。欧州

委員会は、越境した人が、移動先の国で速やかに労働市場へアクセスできるように、職業

の資格や技能に関するプロフィールを多言語で作成するツールと、作成した履歴書やカバ

ーレターをアップロードし、欧州各国の雇用情報を検索することができる Europassを、

オンライン上のプラットフォームとして設置している９）。その Europassのサービスは、

ウクライナ語が追加されたため、ポーランドをはじめとする避難先での仕事探しに活用さ

れている。

ウクライナ出身の子どもが、ポーランドの学校にて教育を受ける権利について、2022年

２月25日に教育科学省から、「ポーランドの学校にウクライナからの子どもを受け入れる

ための規則」が、学校長および関係諸機関に通知された10）。ポーランドでは、７歳から18

歳までの子どもに就学義務を課しており、ウクライナ出身の就学年齢の子どもについて
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も、無償で学校に通う権利が保障される。子どもが通う学校に登録する手続きでは、母国

での就学年数などに関する書類をウクライナ語で提出することができる。子どもは、ポー

ランド語を追加の授業として習得することができ、児童生徒のニーズと教育機会に合わせ

て通常学級への適応を準備するクラスに在籍することができる。適応クラスでの在籍は、

原則として１年であるが、２年に延長される可能性もある。週に最低20～26時間の授業を

受けることができ、クラスは最大15人までのグループで構成される。これらの適応クラス

あるいは通常学級において、児童生徒の出身言語を話すスタッフが学習のサポートに加わ

ることができ、言語の補助を担うスタッフの教員資格は必要とされない。

2022年６月27日時点の統計によると、ポーランドの初等および中等学校に在籍している

ウクライナ出身の児童生徒の数は、182,245名にのぼる11）。その一方で、ウクライナから

の避難民のうち、就学年齢に該当する子どもは、60万人から65万人と言われているため、

大半の子どもが、母国のカリキュラムに基づいたオンラインでの教育を受けている、と言

われている（Duszczyk 2022 : 38）。ポーランド人のグダニスク在住者（男性、34歳）によ

ると、戦禍から逃れてきた家族は、住み慣れた土地と家を離れ、恐怖のなかで悲惨な体験

をした子どもたちを、到着後間もなく、言葉の違う学校に通わせようとしない人も多くみ

られた、とのことである。他方で、多くのウクライナ出身者が通う地域の学校もあり、同

じ言語を話す生徒に容易に出会うことができる。さらに、地域の学校では、集中的にポー

ランド語を学ぶためのサポートが受けられるため、到着してから半年程度で、通常の授業

をポーランド語で受けることができている児童生徒も多くみられる、とのことであった。

オンラインで授業を受けていた子どもに対する地域での対応をはじめ、新学期から学校へ

通い始める生徒が直面する問題などについて、確認していく必要がある。

４．距離を隔てたデンマークにおけるウクライナからの避難民の受け入れについて

デンマークにおける移民の数は、2020年に71.7万人であり、全人口の約12.4％を占めて

いる（IOM 2020a）。その割合は、年々増加傾向にあり、1990年には4.6％程度であった

が、2000年には6.9％、2015年には10％を超えた。しかし、2015年のシリアからの避難民

流入時には、2015年に11,624人、2016年には9,029人、2017年に2,430人を受け入れ12）、よ

り多くの避難民流入に直面したドイツやスウェーデンとは異なる様相であったことが分か

る。ウクライナからの移入者については、2010年から2020年に至るまで、毎年1,000人か

ら2,000人超の新規入国者を受け入れており、この数は、隣国の EU加盟国からの移入者

と大差ない数である。

デンマークは、EU加盟国でありながら、TPDの適用が除外された国である。しかし、
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TPDが発動された直後に、国内で同様のウクライナからの緊急避難民に対する受け入れ

措置を導入している。本節は、ウクライナから距離を隔てたデンマークにおいて避難民を

どのように受け入れたのか、また EUとは異なる緊急受け入れ措置について考察する。

（１）ポーランドからの避難民の移動と受け入れ

デンマークでは、2022年９月11日時点で、国内で実施されている一時的保護措置の対象

として登録されたウクライナからの避難民の数は、32,556人である13）。それは、隣国のオ

ランダが6.8万人、ベルギーの5.3万人と比較するとやや少ないが、ノルウェーの2.4万人、

スウェーデンの4.3万人に近い数となっている14）。しかし、前述したように、シリアから

の避難民の数と比較すると、ロシアによる侵攻から半年で約３万人の受け入れを記録して

いることから、ウクライナ避難民は積極的に受け入れていることが分かる。前移民・統合

大臣のテスファイエ氏は、2022年３月25日時点で、デンマーク政府は、ウクライナからの

避難民を10万人まで受け入れる、と述べていた（The Local dk 2022）。

ロシアによる侵攻から１か月後の３月25日時点で、デンマークにおいて登録されたウク

ライナからの避難民の数は、すでに2.8万人に達していた（European Commission 2022）。

デンマークへの移動は、個人や知人による直接的な支援のほかに、民間企業や自治体、さ

らには UNHCRやポーランドの赤十字などから支援を受けた市民社会団体およびボラン

ティア等の個人が、ブルー・イエロー・バスを手配し、ポーランドに到着していたウクラ

イナからの避難民をデンマークまで運んだ。このバスは、第二次世界大戦後に避難民を運

んだ白いバスに因んで、ウクライナ国旗の色をバスの名称としたものである15）。デンマー

クからポーランドへ向かう往路には、バスの中に食料をはじめとする生活必需品の支援物

資を載せ、復路は、ウクライナからの避難民を乗せて、自治体が用意した宿泊施設あるい

は個人の家庭へと向かった。

（２）デンマークにおける一時的滞在許可に関する法

司法・内務協力に関する適用除外（オプト・アウト）を継続しているデンマークでは、

EUの一時的保護指令（TPD）に拘束されることはなかった。しかし、シリアやアフガニ

スタンからの避難民に対する難民申請手続きが硬直化する国内において、出身地による差

別的な扱いに対する批判が巻き起こる一方で、2022年３月16日にウクライナからの避難民

に対する一時滞在許可に関する法が制定された。

同法では、EUによって発動された TPDの内容とほぼ同様の保護措置が提案されてい

るが、異なる点は、次のとおりである（European Commission 2022）。まず、一時的滞在

許可の対象者のうち、ウクライナからの避難民のなかでも無国籍者は対象外とされた。さ
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らに、TPDでは保護期間として１年の在留許可の後に１年ごとに延長を促す内容が提案

されているが、デンマークでは、まず２年の滞在が認められ、必要な場合は１年のみ延長

が可能である。それ以上の滞在を希望する場合には、難民認定申請手続きか、他の在留資

格を申請する必要がある。また、当法律に基づいて居住が許可されている外国人は、労働

許可証の要件から免除されるため、許可証なしでも雇用および就労が可能とされた。

デンマークでは、16歳までの10年間が義務教育であり、外国籍の子どもでも無償で教育

を受けることができる。ウクライナからの避難民のうち、18歳未満の子どもの数は、2022

年９月11日時点で10,558人となっている16）。18歳以上成人の一時滞在許可登録者数が

17,777人であるため、登録者総数のうち子どもの割合が約37％を占めていることが分か

る。ウクライナから避難を余儀なくされた児童生徒のための特別な小学校に関する法

（2022年５月24日）で、一時滞在許可の対象者のうち、就学年齢の子どもと若者を学校が

受け入れるための体制が、整えられた17）。特別な受け入れクラスは、１クラスにつき、７

年まで異なる学年の生徒を、18名まで受け入れることができる。このような受け入れクラ

スの指導言語は、英語、デンマーク語、ウクライナ語を使用可とし、非常に特別な措置と

して市町村にも通知された。しかし、2022年６月28日付の省令によって、ウクライナから

の児童生徒は、両親の合意のもとで、児童生徒の困難を緩和することが難しいと判断され

た際に、デンマーク語と数学以外の科目の習得が免除されることとなった18）。この緩和措

置であるが、翻して考えると、デンマーク語を習得する重要性が再確認された、と理解す

ることができる。

筆者が2022年９月６日に訪問したコペンハーゲン市内の小学校では、２つの特別な受け

入れクラスが設置され、１つは７歳から９歳の10名（女子８名、男子２名）で構成される

低学年のクラス、もう１つは10歳から12歳の高学年の10名（女子６名、男子４名）で構成

されていた。低学年のクラスでは、ラトビア出身の教師が、児童にロシア語で話しかけな

がら、デンマーク語の新しい表現や用語を説明していた。高学年のクラスでは、デンマー

ク人の教師が、デンマーク語で書かれたデジタル教材を使用し、人体の構造と働きをデン

マーク語で理解させるために、骨の部位や心拍などについて英語で説明していた。同じク

ラス内に、看護師であるスタッフが入り、彼女は、教材にあるデンマーク語の説明文を全

てウクライナ語で読み、児童に解説をしていた。情緒不安定な児童の横に座り、授業の運

営および進行を損なわないように、教師を補助する役割を担っていた。

ウクライナからの子どもたちは、これらの特別なクラスに１年間在籍し、通常学級への

適応プロセスを経る。低学年クラスの担任の話では、児童によるが、２～３か月で学齢の

通常クラスに徐々に適応していくことが可能になる、とのことであった。校長の話による

と、１年から１年半の間、特別クラスに在籍することで、大半の児童が、学齢に応じた通
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常学級への適応が可能である、と考えられている。特別なクラスに在籍できる期間は最長

２年まで、と定められている。これらの特別なクラスを担当する教師は、デンマークの小

学校で教えるための教員資格を保持しているため、特別なクラスを担当する目的で雇用さ

れた訳ではない、との説明であった。

５．おわりに

ロシアによるウクライナ侵攻を受けて、欧州地域へと流出したウクライナからの避難民

に対する緊急措置の背景について、ポーランドとデンマークの事例を比較することで、次

のような側面が明らかとなった。まず、両国ともに、EUの一時的保護指令の内容を踏ま

え、一部ではより手厚い緊急の保護措置が講じられていることが分かった。シリアからの

避難民流入の際に、EUによって拠出されたトルコをはじめとする補助金に比べ、現時点

で提案されているウクライナ避難民の受け入れに関する EUの補助金額は、非常に限定的

である。侵攻直後に EU加盟国で発動され、半年の間に整備された緊急保護措置の内容か

ら、ウクライナからの避難民の受け入れと生活基盤の立ち上げに対する加盟国の連帯が窺

える。次に、大量の避難民流入への対応を可能とした要因の一つとして、それ以前からみ

られた欧州地域における越境移動の流動性と柔軟性が挙げられる。ポーランドでは、ウク

ライナからの越境移動者が最も多く、越境の頻度も増していたことなどが、受け入れる側

と避難する側の両者の背中を押したと考えられる。デンマークでは、ウクライナからの移

動者は限られていた一方で、移住経験のあるウクライナ語あるいはロシア語話者が、学校

現場の受け入れにおいても重要な役割を果たしていた。

今後、さらなる人の移動が流動化する可能性を踏まえた状況を把握していく必要があ

る。とりわけ、緊急に避難した先の受け入れ社会で直面する経済的に不安定な側面が挙げ

られる。侵攻の状況を確認しつつ、ウクライナへ帰還した避難民の数も増えている一方

で、より経済的に安定した職と生活を求めて、EU加盟国域内での移動者も増えつつあ

る。中でも、保護者（あるいは同伴者）を伴わない未成年の子どもに対する権利保障とし

て、避難した国から他の加盟国へ移動させることも想定されていることから、家族との合

流をはじめ、移住先での適切な保護と社会適応のためのサポートが求められる。また、従

来は、移民の社会統合政策についてあまり高く評価されていなかった加盟国において、ど

のような政策の展開がみられるのか。受け入れ政策に変化がみられるのであれば、それ

は、ウクライナ以外の国の出身者である避難民に対しても同様に適用されているのか。こ

のような側面に着目し、考察していく必要がある。
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